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中高公民科教育の課題
―新科目「公共」を中心に―
森　田　美　芽
　平成30年 3 月に新しい高等学校学習指導要領が公示されたが，その中で高
等学校の公民科においては，新しい共通必履修科目として「公共」が設置さ
れ，「現代社会」が廃止されることとなった。新科目「公共」は 1 年次または
2 年次に履修されることとなっているが，令和 4 年度（2022年） 4 月入学の
生徒から年次進行で実施されるので，現在はまだ教科書も発行されていない。
にも関わらず，この新科目「公共」についてはすでに批判の声が出ている。
それは，主に，内容がまだ抽象的でどのようなものになるかわかりにくいこ
と 1 ），「現代社会」に代わる科目であるのにふさわしいかという疑問，またこ
れは小中学校での「特別の教科　道徳」の実施との関連で，高等学校におい
ても道徳教育を導入するのかという声もある。
　では，いったい，現時点において，「公共」はどのような科目であり，今回
の指導要領の改訂の中でどのような位置を占めるのか。また「公共」という
科目名から連想されるように，公教育の現場で「個」よりも「公共」を重ん
じる傾向は問題ないのか，またこの新科目「公共」にはいかなる可能性があ
るのかを考えることにより，現在の中高公民科教育の意義と可能性を考えて
いきたい。
キーワード：公民科，公共，学習指導要領
1 ）桑山俊昭「新科目『公共』と自主編成の課題」『民主主義教育 21』vol13（同
時代社），2019年， 7 頁。
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1 ，新科目「公共」の狙い
　（ 1 ）学習指導要領改訂の方向性
　今回の学習指導要領の改訂は，基本的には平成20年，21年の改訂の枠組み
を保ちつつ，その方向性を改善したものである，とされる。（ 6 ）2 ）その中で
問題となっているのは，「主体的に社会の形成に参画しようとする態度」（ 6 ）
や「資料から読み取った情報を基にして社会的事象の特色や意味などについ
て比較したり関連付けたり多面的・多角的に考察したりして表現する力の育
成」（ 6 ）が不十分である，という認識から，「社会的な見方・考え方」を養
うこと，そして「公共」では，幸福，正義，公正といった視点が重視されて
いる。（ 8 ）3 ）
　そこでは，育成を目指す資質・能力の明確化として，「生きる力」をより具
体化し，教育課程において「知識・技術」（何を理解しているか，何ができる
か），「思考力・判断力・表現力」（理解していることをどう使うか），「学びに，
向かう力・人間性等」（どのように社会・世界と関わり，よりよい人生を送る
か）の 3 つの柱に整理され，各教科の目標もそれに基づいて再整理されている。
（ 3 ）
　また，この目的を実現するために，「主体的・対話的で深い学び」に向けた
授業改善が求められている。単なる授業の方法の改善でないことは明らかで，
各授業・各教科で学んだ「見方・考え方」を自在に働かせることが目的であ
るから，それに向けて授業での実践も質を高めなければならないということ
である。
2 ）この後，学習指導要領に関わる引用については，引用は原則として，文部科
学省編「高等学校学習指導要領（平成30年告示）解説　公民編」（以下『解説』
と略す）よりとし，そのページ数のみ文中に（　　）で示す。
3 ）同じ公民科で，これに対する視点は，「倫理」の場合真理，善，美，正義など
であり，「政治・経済」では対立，協調，公立，公正などである。『解説』 8 頁参照。
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　（ 2 ）高校公民科指導要領改訂の趣旨と要点
　高校公民科は，小学校以来の社会科の「見方・考え方」の集大成である。
しかし，平成20年，21年の改訂時の成果と課題として，「社会的事象に関心を
持って多面的多角的に考察し，公正に判断する能力と態度を養い，社会的な
見方や考え方を成長させること等に重点を置いて改善が目指されてきた」（ 6 ）
と評価する。反面「主体的に社会の形成に参画しようとする態度や，資料か
ら読み取った情報を基にして社会的事象の特色や意味などについて比較した
り関連付けたり多面的，多角的に考察したりして表現する力の育成が不十分」
（ 6 ）であることや，「社会的な見方や考え方については，その全体像が不明
確であり，それを養うための具体策が定着するに至っていないこと」（ 6 ）が
課題として指摘されている。
　従って，これらの課題に対し，「課題を追求したり解決したりする活動を充
実し」（ 6 ），「知識や思考力等を基盤として社会の在り方や人間としての生き
方について選択・判断する力」（ 6 ），「自国の動向とグローバルな動向を横断的・
相互的に捉えて現代的な諸課題を歴史的に考察する力，持続可能な社会づく
りの観点から地球規模の諸課題や地域課題を解決しようとする態度」（ 6 ）な
どは，「平和で民主的な国家及び社会の有為な形成者に必要な資質・能力」と
して，求められている。
　そのために必要な力を育てるために，「諸資料から様々な情報を適切かつ効
果的に調べまとめる技能」（23）や，現代の諸課題について，「事実を基に概
念などを活用して多面的・多角的に考察」（24）する力，解決に向けて公正に
判断する力（24），さらに「合意形成や社会参画を視野に入れながら構想した
ことを議論する力」（24）などを育てるとしている。
　さらに「態度」として，「よりよい社会の実現を視野に，演題の諸課題を主
体的に解決しようとする態度」（25）「人間としての在り方生き方についての
自覚や，国民主権を担う公民として，自国を愛し，その平和と繁栄を図ること」
（25）などについての自覚が求められるとする。
　こうした観点から，新科目「公共」は，従来のように社会的視点の知識の
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みならず，それらを用いて自ら情報収集，判断，表現を通して社会に参画す
るという実践に至ることを志向する科目であると言える。それは，ともすれ
ば暗記中心と思われてきた社会科，特に公民科の大転換とも言える内容とな
る。しかし，それが狙い通りのものとなるかは，その内容や教授法が適切で
あるか，また生徒自身の主体性を生かせるものであるかどうかが鍵となる。
　（ 3 ）「公共」の性格
　この新科目「公共」の性格について，桑山（2019）は，その 3 つの側面を
指摘する 4 ）。
　桑山（2019）によれば，「公共」の起源はまず，自民党による「道徳教育」
強化の政策によるものであり，道徳教育的性格（身近な生活教育の内容も付
加）を義務づけられている。つまり，小中学校における「特別の教科　道徳」
の導入と並行して，高等学校にもこれまでなかった「道徳」の時間を導入す
るために構想されているということである。
　第二に，時あたかも18歳選挙権実現の情勢と重なり，主権者教育の充実が
必要との世論が起こり，文科省は18歳選挙権時代を意識した新科目のあり方
を中教審に諮問する。つまりここで，「主権者教育」としての性格が付与され
ることになる。
　第三に，中教審で新科目の内容を具体的に検討する段階になり，新科目を「現
代社会」に代わる必履修科目と位置付けることになれば，どうしても高校公
民科の基礎科目としての性格を配慮せざるを得なくなった，という点である。
　第一の点について，特に目標において，「公共的な空間に生き国民主権を担
う公民として，自国を愛し，その平和と繁栄を図ること」についての自覚を
求めている。そこでは「多面的・多角的に考察，構想し，表現できるように
することを通して，家族，郷土，自国を愛するとともに，国際社会の中で信
頼と尊敬を得る人間を育成していく」ことが極めて大切である，としている
ことが注目される。ここでは家族のつながりや愛国心といった，小中学校に
4 ）桑山俊昭，前掲書， 5 -10頁。
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おける「道徳の時間」以来強調されてきた項目と重なる狙いが見られる。つ
まり，これを提唱した自民党の意向としては，高等学校にも「道徳」を導入
することであったが，それと同時に主権者教育や公民科の基礎科目としての
性格を無視できず，この 3 種類の方向性を持ったまま構想され，その矛盾を
内部に抱えたまま実施されようとしていると言えるのではないだろうか。
　科目の性格と目標について，『解説』には，「人間と社会の在り方について
の見方・考え方を働かせ，現代の倫理，社会，文化，政治，法，経済，国際
関係などに関わる諸課題を追求したり解決したりする活動を通して，グロー
バル化する国際社会に主体的に生きる平和で民主的な国家及び社会の有為な
形成者に必要な公民としての資質・能力を育成する」（27）ことを目標として
いる。そのために「現実社会の諸課題の解決に向け，自己と社会の関わりを
踏まえ，社会に参画する主体として自立することや，他者と協働してよりよ
い社会を形成することなどについて考察する必履修科目」として設定されて
いる。ここには，知識中心から，知識を生かし実際に社会に参画することや，
そのための他者との協働といった実践面が強調されることになる。
　しかしそうした目標を掲げながら，実際の授業では様々な制約があったり，
高校生の政治への関わりについて，届出制にしたりと，実際に知識を生かし
て参画しようとしてもそれを十分認めず，かえって管理しようとするような
動向もあるのではないか。こうした点からも，「公共」の求めるものと，実際
の施策においての乖離を感じずにはおれない。
　（ 4 ）中学校社会科「公民的分野」との関連性
　小中学校の社会科の目標として，グローバル化する国際社会に主体的に生
きる平和で民主的な国家及び社会の有意な形成者に必要とされる，「公民とし
ての資質・能力」を育成することが挙げられている。（22）そして育成を目指
す資質・能力として，「知識及び技能」においては，「個人の尊厳と人権の尊
重の意義，特に自由・権利と責任・義務との関係を広い視野から正しく認識し，
民主主義，民主政治の意義，国民の生活の向上と経済活動の関わり，現代の
社会生活及び国際関係などについて，個人と社会の関わりを中心に理解を深
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めるとともに，諸資料から現代の社会的事象に関する情報を効果的に調べま
とめる技術を身に付けるようにする」（172）となっている。つまり，個人の
尊厳や人権の尊重を軽んじるわけではないが，それを他者や義務との関係で
把握させることを求めていると言える。そして「公共」との関連で言えば，「個
人の尊厳」や「人権」「民主主義」などの基本的理念は，すでに中学校で習得
していなければならないことになる。
　「思考力，判断力，表現力等」については，「社会的事象の意味や意義，特
色や相互の関連を現代の社会生活と関連付けて多面的・多角的に考察したり，
現代社会に見られる課題について公正に判断したりする力，試行・判断した
ことを説明したり，それらを基に議論したりする力を養う」（172）となって
いて，すでに社会の課題を見いだして考え，表現したり議論したりというこ
とを意識している。すると，高等学校の「公共」で求められるものは，これ
よりさらに高度なものでなければならないということになる。
　「学びに向かう力，人間性等」では，「現代の社会的事象について，現代社
会に見られる課題の解決を視野に主体的に社会に関わろうとする態度を養う
とともに，多面的・多角的な考察や深い理解を通して涵養される，国民主権
を担う公民として，自国を愛し，その平和と繁栄を図ることや，各国が相互
に主権を尊重し，各国民が協力し合うことの大切さについての自覚などを深
める」（128）となっており，やはりよりよい社会の実現を目指して，主体的
に参画する態度や姿勢を求めているが，それはある意味国民主権を担う公民
として当然の意識と言えるのではないか。しかし，そのことと，「自国を愛し，
その平和と繁栄を図ること」と，「各国が相互に主権を尊重し，各国民が協力
し合うことの大切さの自覚」というとき，国が先で国民各自の動きは国家に
追随するだけになってはいまいか。本来，政府を中心とした主権国家同士の
関係だけではなく，世界市民としての交流，国境を越えた人間同士としての
結び付きを生む活動などが，市民の自発的な行為から生まれてくるものであ
り，それは国家に対立するものでなく，国家同士で実現できない普遍的な人
類愛に関わるものであったりする。現代では国際関係は国家単位のものだけ
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ではなく，NPO や個人によるものも多く，それらの役割も見逃せない。そう
した市民的公共性への言及がないのはなぜか。
　もう一つ，気になることは，「自国を愛し」という文言には，日本の学校に
は日本人しかいないことを前提しての表現なのだろうか。実はその前提自体
がいま崩壊しつつあることは共通の認識であり，「日本語が不十分な外国人」
「日本語は話せるが母国語の話せない外国人」「日本語が不自由な日本人」「少
数だが先住民族」といった様々なパターンが共存する状態になりつつある。
この中で「自国を愛する」「国家主権」はどういう意味を持つのだろうか。
　中学校公民科との接続を考えるとき，中学校段階で公民科の知識がすべて
実感をもって理解することは難しいと考えられる。それゆえ，高等学校では，
より大人としての判断ができるよう，より抽象的な概念も含めて，また現実
社会の問題なども取り上げ，自分のものとして理解できるように指導してい
くべきと考えるが，その割には，「基本的人権」や「国民主権」などの基本概
念が十分に教えられる時間があるかどうか，十分に身に付けることができる
ようになっているか，疑問が残る。
２ ，新科目「公共」の内容と特徴
　本章では，「公共」の教えるべき内容について検討する。
　（ 1 ）A「公共の扉」
　この項目においては，まず「社会に参画する自立した主体は，孤立して生
きるのではなく，地域社会などの様々な集団の一員として生き，他者との協
働により当事者として国家・社会などの公共的な空間を作る存在であること
を学ぶとともに，古今東西の先人の取り組み，知恵などを踏まえ，社会に参
画する際の選択・判断するための手掛かりとなる概念や理論などや，公共的
な空間における基本的原理を理解し，大項目 B 及び C の学習につなげること」
（35）を主たる狙いとしている。ここでも協働，当事者，公共などがキーワー
ドとなっている。
　「（ 1 ）公共的な空間を作る私たち」では，「自らの体験などを振り返ること
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を通して，自らを成長させる人間としての在り方生き方について理解するこ
と」（202），「人間は，個人として相互に尊重されるべき存在であるとともに，
対話を通して互いの様々な立場を理解し高め合うことのできる社会的な存在
であること，伝統や文化，先人の取り組みや知恵に触れたりすることなどを
通して，自らの価値観を形成するとともに他者の価値観を尊重することがで
きるようになる存在であることについて理解すること」（202），「自分自身が
自主的によりよい公共的な空間を作り出していこうとする自立した主体にな
ることが，自らのキャリア形成とともによりよい社会の形成に結び付くこと
について理解すること」（202）が知識として求められる。
　ここで気づくことは，個人の尊重というより，相互に尊重し合うこと，公
共的な空間を作り出すことなど，自己の個性や意志よりも，他者や公共性を
重視する方向がすでに求められていることがわかる。無論，キャリア形成な
どは個人のみの問題でないにせよ，常に自分の個性の発揮や自己の幸福追求
よりも，「よりよい社会の形成に結び付く」ことが求められているなど，「現
代社会」における青年期の自己形成，自己確立よりも，公共性が重視されるトー
ンが強い。
　『解説』では，それを，社会の中で「様々な立場，伝統や文化，宗教などを
背景にして社会が成立していること」（37）及び，「よりよい公共的な空間を
作り出していく自立した主体になることが，各人のキャリア形成と自己実現
に結び付くことを理解できるように」と言っているが，この両者の間が具体
的にどのように結び付くのか，具体的に何を指しているのかがわかりにくい。
しいて言えば，「孤立して生きるのではなく，地域社会などの様々な集団の一
員として生きる」だが，いかなる社会であっても，伝統であれ，慣習であれ，
無自覚にそこに一体化して生きられるものではない。個としての生き方なり
個性なりがあって初めて社会への関わりが始まる。しかしこれに対し，「適切
な問いを設け，それらの課題を追求したり解決したりする」（37）ことを求め
ている。地域の祭りなどの伝統行事への関わりなども描かれている（41）が，
その封建制や問題性にどう立ち向かうかといった視点はあまり見えない。
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　第二に，「（ 2 ）公共的な空間における人間としての在り方生き方」におい
ては，「主体的に社会に参画し，他者と協働することに向けて，幸福，正義，
公正などに着目して」（202）とあり，具体的に，「行為の結果である個人や社
会全体の幸福を重視する考え方や，行為の動機となる公正などの義務を重視
する考え方」（202）についての理解が求められている。上からの流れに従え
ば，この「幸福」は個人が自己の個性を完成する喜びよりも，「他者との協働」
や「社会全体の幸福」という方向性が重視されることになる。しかしここで，
「ある人が犠牲になることで社会全体の幸福が実現されるなら，それが望まし
い」という考え方にはならないだろうか。たとえば女性が家族に献身するこ
とで家族が幸福であることが良しとされても，女性が自己を主張して家族へ
の献身を後回しにして家族に支障をきたすなら，それを考え直せというふう
な強制にはならないだろうか。現代では，こうした家庭内や社会内での個の
抑圧や個の犠牲を強要することは許されないと考える。DVにしろ虐待にしろ，
誰かが暴力を受けることで家庭平和が保たれるなら，その一人には暴力を甘
受することが求められないか。それは「社会全体の幸福」とは逆のものである。
　また，「人間としての在り方生き方に関わる諸資料から，よりよく生きる行
為者として活動するために必要な情報を収集し，読み取る技能を身に付ける」
とあるが，これもまた，強制されてそのような読み方はできない。自発的・
主体的な読み方の中からそうした情報を見いだせるようになるにはある程度
の基礎知識と訓練が必要だが，そのためには様々な立場の考え方が理解でき
ないといけないのではないか。この段階で，ある程度立場の違う意見に触れ
ておく必要がある。しかしその十分な時間的余裕があるかどうかが問題であ
る。おそらく十数時間で，古典的な思想を理解するのは全般的には極めて困
難と言わざるを得ない。
　さらに，ここで「今まで受け継がれてきた我が国の文化を含む古今東西の
先人の考え方を手掛かりとする」（44）ためには，思想の一部の切り取りでは
なく，思想そのものに迫る必要があり，そのためには，みどり方式でこうい
う考えがある，こちらはこう，という具合にあたかもメニューを見せるよう
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に示すのではなく，一部分でも思想の深さやその扱い方を深く理解する機会
が必要ではないかと思われる。
　また，「思考力・判断力・表現力」の分野では，「行為の結果である個人や
社会全体の幸福を重視する考え方と，行為の動機となる公正などの義務を重
視する考え方などを活用し，自らも他者も共に納得できる解決方法を見いだ
すことに向け」（203）と言われている。これもまた，自分の幸福が感じられ
ない段階で，社会全体の幸福を考えることは難しい。自らが自己発見の充実
や他者に自分を認められることの幸福を見いだせないところで，どうやって
他者の幸福を想像し，それを重視することができるだろうか。実はこれは，
社会全体で子どもが自分自身の幸福を感じることができるように守られてい
るかという，「子どもの権利条約」の内容に関わる問題であるが，そう意識さ
れているかどうかは不明である。
　第三に，「公共的な空間における基本的原理」として，「各人の意見や理解
を公平・公正に調整することなどを通して，人間の尊厳と平等，協働の利益
と社会の安定性の確保を共に図ることが，公共的な空間を作る上で必要であ
ることについて理解すること」（203）「人間の尊厳と平等，個人の尊重，民主
主義，法の支配，自由・権利と責任・義務など，公共的な空間における基本
的原理について理解すること」（203）とある。ここで言う「個人の尊重」や
「人間の尊厳」が，近代史における市民革命を通じて獲得されてきた権利であ
ることや，自由と権利が対置され義務や責任が，自ら社会に参画する義務や
責任であることに対する注意が必要であると思われる。また，これらの民主
主義の基本的原理が，歴史的に形成されてきた経緯も含め，主体的な参画で
自らの手で獲得し守っていかねばならないことを教える必要があるのではな
いか。
　いくつかの問題の根底には，そもそも民主主義の基幹をなすのは個人の尊
厳と自由であることである。それらの自覚を抜きにして公共という概念は理
解できない。しかしここでは，個人の尊厳という言葉はあるものの，それら
が他者に関わる場合にのみ意識されて使われていることが気になる。
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　また，これらの知識に関して，ロックやルソーといった基本的な思想家の
名や概念が挙げられていないことも気になる。つまり，民主主義の根幹とな
る思想について，十分に学ぶ時間的余裕があるだろうかという点が疑問であ
る。
　（ 2 ）B「自立した主体としてよりよい社会形成に参画する私たち」
　B「自立した主体としてよりよい社会の形成に参画する私たち」の項目で
は，学ぶべき知識はより具体的に挙げられる。すなわち，知識としては，「法
や規範の意義及び役割，多様な契約及び消費者の権利と責任，司法参加の意
義などに関わる現実社会の事柄や課題を基に，憲法の下，適正な手続きに則
り，法や規範に基づいて各人の意見や理解を公平・公正に調整し，個人や社
会の紛争を調停，解決することなどを通して，権利や自由が保障，実現され，
社会の秩序が形成，維持されていくことについて理解すること」（203）とある。
しかし，まず法や規範が，それによって，多様な意見を調整するためにある
かのように描かれることの問題はないだろうか。現代では多様な契約とある
が，新手の詐欺や消費者に不利な契約の押し付けなどが目立つ。それに対し，
消費者としてそれらから守られるという権利についての言及がないのはなぜ
か。単に契約を守るということでも，今日では契約者同士の力関係の不平等
性への理解，それによる契約自体の問題性なども問題となる。また，法的に
適正な手続きのみが問題にされるのだろうか。そこで憲法に保障された基本
的人権がきちんと守られて，双方の人権が守られた上でのことであることは
考えられているだろうか。「日本国憲法との関わりに留意して指導する」（46）
ことが求められているが，そもそも日本国憲法の原理原則を学ぶことが第一
ではないか。司法参加にしても，現在，裁判員制度の問題点がいくつか挙がっ
ており，市民にとってかなりの負担を強いるものになっている。様々な制度
的問題や現実の責任のみならず，なぜそれが必要であるか，適切な制度であ
るかの検証も必要であると思われる。
　次に求められる知識として，「政治参加と公正な世論の形成，地方自治，国
家主権，領土（領海・領空を含む），我が国の安全保障と防衛，国際貢献を含
― 67 ―
中高公民科教育の課題
む国際社会における我が国の役割などに関わる現実社会の事柄や課題を基に，
よりよい社会は，憲法の下，個人が議論に参加し，意見や利害の対立状況を
調整して合意を形成することなどを通して築かれるものであることについて
理解すること。」とされる。
　特にここで，国家主権・領土について触れることは注目される。
　また，「職業選択，雇用と労働問題，財政及び租税の役割，少子高齢社会に
おける社会保障の充実・安定化，市場経済の機能と限界，金融の働き，経済
のグローバル化と相互依存関係の深まり（国際社会における貧困や格差の問
題を含む。）などに関わる現実社会の事柄や課題を基に，公正かつ自由な経済
活動を行うことを通して資源の効率的な配分が図られること，市場経済シス
テムを機能させたり国民福祉の向上に寄与したりする役割を政府などが担っ
ていること及びより活発な経済活動と個人の尊重を共に成り立たせることが
必要であることについて理解すること」（203-204）と言われる。つまり，世
界的な問題についての問題意識や理解を深め，その中で公正さや社会保障，
経済と福祉について考えることが必要となる。その中で，「活発な経済活動と
個人の尊重を共に成り立たせることが必要」（204）であると言うが，実際の
社会では一方で富の集積が起こり，その一方で個人の尊厳さえ脅かされる貧
困の問題があり，それを社会的にどう解決するか，その時個人の尊重が個人
の人権を守ることに他ならないことがきちんと踏まえられるかが問題となる。
職業選択や雇用にしても，個人個人の問題の中で考えるだけではない。社会
とのつながり，それも，社会が圧倒的に優位な関係の中で，基本的人権が守
られることや，個人の幸福追求権が守られることの重要性は伝えられるだろ
うか。現在の労働問題の，いわゆる「ブラック企業」に関する基本的な知識
やそれに対して自分を守ることはどうか。財政及び祖税の役割も，単に租税
を負担し社会に貢献するというだけでなく，租税を納めることで権利者とし
て社会に参画する意義や，租税が適切に管理・使用されるかどうかを見守る
意義は教えられるだろうか。
　「公正で自由な経済活動を通して資源の効率的な配分が図られること」や「市
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場経済システムを機能させたり国民福祉の向上に寄与したりする役割を政府
などが担っていること及びより活発な経済活動と個人の尊重を共に成り立た
せることが必要であることについて理解すること」（50）は，様々な問題をは
らむ現代社会において，現在の市場経済システムが最上のものであり，そこ
での「勝ち組」「負け組」といった構図や，国民福祉が必ずしも最適に遂行さ
れていないことへの批判などはどうあるべきか。また，経済のグローバル化
と相互依存関係の深まりは，多くの生徒にとって，身近な問題として現れて
いることをどのように取り上げるかなど，様々な課題が考えられる。ここで
は「活発な経済活動と個人の尊重を共に成り立たせることが必要である」と
して，それを理解させることを目標としているが，そうした視点が成り立つ
ための，社会の公正さに対する感覚が必要ではないかと思われる。そしてそ
うした感覚を育てるためには，子どもの時からの社会の公正さへの信頼感が
なければならないのではないだろうか。
　契約や消費者の保護，無効な契約や法テラスの利用などはより実践的であ
るが，そもそも契約を悪用する立場もあることを知らせることは必要ではな
いだろうか。
　また，これらの内容については，「現実社会の諸課題に関わる資料から，自
立した主体として活動するために必要な情報を適切かつ効果的に収集し，読
み取り，まとめる技能を身に付ける」（50）ことが求められている。こうした
情報の収集と活用に関し，インターネット情報の問題点や批判的な見方を知
ることや，多数意見が必ずしも正しいとは限らないことを教える必要がある
と思われる。
　こうした内容 B の項目の取り扱いについて，「個人を起点に他者と協働して
多面的・多角的に考察，構想するとともに，協働の必要な理由，協働を可能
とする条件，協働を阻害する要因などについて考察を深めることができるよ
うにすること」（206）として，他者との協働が特に重視されていることが注
目される。無論，「生徒の学習意欲を高める具体的な問い」などを用いて，生
徒にとって身近な問題を通して考えるという必要はある。しかし，協働自体
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は手段であり，目的は個々人の基本的人権が守られ，幸福で充実した人生を
送ることができるように社会を民主的なものとして維持することではないだ
ろうか。
　また，教えるべき内容として，「裁判員制度」における司法参加や「国家主
権・領土」について，尖閣列島問題を具体的に指摘している（206）。『解説』
ではほかに，竹島問題や北方領土問題など，政府の立場からのみの説明がな
されているが，それこそ，日本の立場と国際的な視点の両方を理解すること
が必要ではないだろうか。同様に，「我が国の安全保障と防衛」についても，
まず憲法の平和主義と，国際社会の問題についての理解が必要であるのは理
解できるが，ここもあまりに現実の「仮想敵」を意識させすぎることは，返っ
て平和を考えることから遠ざかるのではないか。ここは本当に難しい箇所で
はあるが，現実の問題を客観的に捉えることは可能であると思われる。佐藤
（2018）は，「しかし，一方で『政治に関わる事項』として『尖閣列島をめぐ
り解決すべき領有権の問題は存在していないことなどを取り上げること』と
するなど偏りのある記述も見られる。多様な価値観や背景，文化を受容，理
解し，合意形成を図っていくことを目的とする『公共』の内容と矛盾を感じ
る。」と指摘している 5 ）。「偏り」は，政府の見解のみを教える場合，そうなる
可能性が高いということが言えよう。いずれにせよ，政府によって準備され
た制度にただ参加することから，自分たちがよりよき公共性を作り出す市民
的協働を生み出すことへの視点があまり見いだされないことに懸念を覚えず
にはおれない。
　（ 3 ）C　持続可能な社会づくりの主体となる私たち
　「持続可能な地域，国家・社会及び国際社会づくりに向けた役割を担う，公
共の精神をもった自立した主体となることに向けて，幸福，正義，公正など
に着目して現代の諸課題を探求する活動を通して，次の事項を身に付けるこ
5 ）佐藤彩香「新科目『公共』について　学習指導要領からみえること」，『ねざす』
62号（神奈川県高等学校教育会館教育研究所刊行），2018年，26頁。
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とができるよう指導する」（204）として，「地域の創造，よりよい国家・社会
の構築及び平和で安定した国際社会の形成へ主体的に参画し，共に生きる社
会を築くという観点から課題を見いだし，その課題の解決に向けて事実を基
に強調して考察，構想し，妥当性や効果，実現可能性などを指標にして，論
拠を基に自分の考えを説明・論述すること」（204）が求められている。
　この項目は「公共」自体のまとめとして位置付け，「A で身に付けた選択・
判断の手掛かりとなる考え方や公共的な空間における基本的原理などを活用
する」（207）ことと，「A 及び B で扱った課題などへの関心を一層高めるよ
うに指導」し，「個人を起点として，自立，協働の観点から，多様性を尊重
し，合意形成や社会参画などを視野に入れながら探求できるように指導する」
（207）ことが求められている。
　また，課題研究について，法，政治及び経済などの個々の制度にとどまらず，
「各領域を横断して総合的に探究」（207）できるように指導することとなって
いる。
　ここでは確かに，主体的で対話的な深い学びが志向され，単なる知識だけ
でなく，「判断・表現」を求めている。レポートやプレゼンテーション，ディ
ベートといった技法も取り上げられている。（76-77）
　『解説』では，「少子高齢化に伴う人口減少問題」（77）を例として取り上げ
ているが，そこでは公正さと社会全体の幸福の最大限化を目指すという例を
挙げている。しかし，こうした問題でも，ともすれば「公正の義務」に立って，
少数者の幸福を犠牲にしたり，あるいは女性に対し「子どもを産むべき」と
いう圧力を与えるのではないかという懸念がある。あくまで思考実験として
であっても，その実施には相当程度教員の熟練と人権意識が影響すると思わ
れる。また，そのほかの例として，「生命倫理」「地球環境問題」「情報」「資源・
エネルギー問題」なども挙げられているが，「温室効果ガスの削減」や「エネ
ルギー源」の解決に原子力発電を推奨するという意図が隠されているとは考
えられないか。「生命倫理」においても，たとえば「臓器提供と臓器移植」に
ついて「命のリレー」の面だけを強調することで，脳死判断そのものの問題
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性や，臓器移植の妥当性などについて考えることをしないならば，やはり片
手落ちと言わざるを得ない。これらの課題においては，本当に様々な立場が
あり，それに耳を傾け，真剣に議論することで，自分自身の意見を持つ方向
性に導かれればよいが，そうではなく，ある特定の価値観のみに方向づけら
れるならば，かなり危険なものとならざるを得ないと考える。
　すなわち，「持続可能な社会づくり」は，極めて困難な課題であり，それを
自ら主体的に考えることは必要だが，その過程で，様々な一人一人の個性や
信条の差異を単に「わがまま」として「公共」のために我慢するべきである
という論理に導かれるなら，これは極めて危険な可能性を持つと言えるので
はないだろうか。
３ ，批判とこれからの可能性
　以上見てきたように，「公共」には様々な問題点があり，まだまだ改善の必
要な科目であると言える。たとえば学習内容に系統性がなく，特に民主的な
社会の前提となる，基本的人権や平等，国民主権といった日本国憲法の基本
理念についてさえ，系統的な学習となっていないこと 6 ），それを中学校からの
連続性に期待するのはやはり不十分ではないかということ，またリアルな政
治的問題について，あまりにも政府見解のみを教えるようにできていること
など，伝えられる価値の基本的な部分が不安定であること，そして，こうし
た高度な内容の学習について，市民的社会参加の意欲を高めることの必要性
は認めるものの 7 ），それらのすべてを網羅するために， 2 単位，年70時間の授
業ではどう考えても不足するということである。たとえば民主主義の基本思
想や，幸福観など，基本的な人間観に関わる思想を学ぶだけでも，その三分
の一以上の時間を要するだろう。つまり，不十分な知識と判断力のまま，高
度な知識理解を必要とする社会的事象にいきなり取り組もうとしても，かえっ
6 ）桑山（2019），前掲書， 5 頁。
7 ）二谷貞夫「どこまで進んでいるのか新科目『公共』」『歴史地理教育』（長野歴
教協），第850号，2016年，67頁。
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て社会参加への意欲を削ぐことになりはしないだろうか。
　価値観について言えば，「公共」を重んじ個の尊重ということを語っても，
なおそこに「個」が「公共」のために，という論調が底流にあることを感じる。
藤原（2018）は次のように述べる。
　「それは，『個』が自立と同時に国家に組み込まれる危険性をはらんでいる。
これは，『穿った見方』ではなく，『危惧』であり，その感性を研ぎ澄ませて
いなければ教育の目的を達成できないのではないか。」8 ）
　こうした価値観の導入は，小中学校における「特別の教科　道徳」に関す
る議論とも共通する。確かに，「特別の教科　道徳」においては，求められる
のは一つの価値観を押し付けることではなく，多数の価値観を知り，議論し，
考えることである。しかし現実には，週 1 時間の授業で教科書の 1 章をこなし，
そこで出てくる価値の内容（19から22項目）について考え，その内容につい
て議論し，新しい価値観や他者の視点について考えることは，かなりの困難
を伴う。これもやはり，世界的な教育の動向を踏まえた「主体的・対話的で
深い学び」を強調する流れと，あくまで子どもたちに価値を注入する方向を
強調する流れとの齟齬を抱えたまま実施に至ったという科目そのものの持つ
問題性に由来すると思われる。「公共」においてその矛盾は，公民科そのもの
の基本的性格とも関係して，さらに深いものとなっていると言えるのではな
いだろうか。
　しかし，一方で，「公共」に対する新しい可能性を見る考えもある。
　重松（2016）は，「国家の方からの公共性とは区別して，価値の複数性，多
源性を共存させられる市民的公共性，それを形成維持発展できる市民として
の資質」を向上させる，すなわち市民的公共性への可能性を見いだし，具体
的には「哲学カフェ」などの試みにそれを見いだしている 9 ）。また桑山（2019）
8 ）藤原健剛　「新科目『公共』がはらむ問題点と公民科教育のあるべき方向性―
社会・地理歴史・公民ワークグループの審議の経過を通して―」甲南大学教職
教育センター年報・研究報告書　2017年度（2018），48頁。
9 ）重松克也　公開研究会「新科目『公共』（仮称）を考える」報告，『社会科↗
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は，16の学習事項の学習順序やそこでの主題の設定が，現場の創意工夫と裁
量に委ねられている点で，実践的に活用が可能であるとする10）。そこに彼は，
「主権者教育」の道も開かれており，その可能性を最大限に追求すべきとす
る11）。
　そして，私自身の専門の立場から言えば，「倫理」に当たる内容が少ないこ
との問題を感じる。自己と他者を尊重することは，かけがえのない自己とい
う発想が必要であるが，それを感じるためには，他者との比較ではない自己
との出会いやそれに対する適切な言葉による思考が必要である。それを，思
想を通して学び，自己の言葉としていく過程を通して，自己と同様に他者も
かけがえのないものとして見出される。そのためには，どうしても一定程度
は思想自体を学ぶ訓練を経ることで，そうした社会性や公共性の基盤となる
自己を見いだし，築くことができるようになる。
　どれほど情報を集めても，それだけでは情報を取捨選択する責任ある個人
が育たない。そのためには，ソクラテス，プラトンらのギリシャ哲学，キリ
スト教，仏教，イスラムといった世界の基盤となっている思想について，ま
た可能ならば西洋近代社会の基盤となっている人権思想や社会契約説，平和
思想なども学ぶ機会を与えるべきであろう。
　「公共」が真に自立した個の形成を土台とする公共性を築くための基本的素
養となるためには，今後の現場での自由な実践とその成果の検証が必要であ
る。今後，具体的な検定教科書が発行された段階で，これらの内容を再検討
することとしたい。
教育研究』（日本社会科教育学会編集）第127号，2016年，31-32頁。
10）桑山（2019），前掲書， 7 頁。
11）同上， 8 - 9 頁。
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